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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[315,938円]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [17.00人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [8.7%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [-%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

新得町
※類似団体平均を100とした
ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
財政力指数： ここ５年間で０．０２ポイントの伸びを示し、昨年とほぼ同じになっている。税収で
は水力発電施設などの固定資産税が税収を支えており、産業の減少や、人口の減少による減
収など、財政基盤が弱いことが懸念される。

経常収支比率： 平成１０年度から「事務・事業アセスメント」に取り組み、事務事業の見直し効率
化を進めている。また、行政組織の統廃合、職員退職者不補充や各種手当削減等、経常的費用
の削減等による行政改革を推進しており、他の類団よりは財政構造の弾力性を保っている。
しかし、比率は昨年より１．７ポイント上昇しており、また、今後においても経常一般財源の上昇
が続き財政の硬直化が進むことが見込まれるため、引き続き行政改革が必要である。

実質公債費比率： 起債抑制（新規発行額を元金償還額以下にする）により、地方債残高を減少
させ公債費支出も年々削減している。
また、公営企業等繰出金では計画的事業による収支の健全化や、平成１９年度から３年間、地
方債の繰上償還による起債残高の減少を図り、繰出金総額の抑制に努めている。
上記の結果、起債残高総額は前年比７．０％減少しており、これらの取り組みにより、比率は健
全性を保っている。

将来負担比率：将来負担比率はなく健全といえる。

ラスパイレス指数： 平成１７年度から給与の４％独自削減、及び管理職手当の削減などを行っ
ている。平成１９年度からは新給料表に移行したことにより、独自削減を行っていた若年層の給
料が引き上げられたが、縮日直手当の廃止など各種手当ての見直しを行い人件費の抑制を
図っている。

人口１，０００人当たり職員数： 平成１３～１７年度までの第２次定員管理計画では、当初削減目
標に対し進捗率は１４１％、正職員の削減率は１３％で職員数抑制の取り組みを行った。平成１
８～２２年度までの第３次定員管理計画では、削減率７．６％に設定し進めている。

人口１人当たりの人件費・物件費等決算額： 人件費は他項目で説明のとおり。物件費について
は町営公共育成牧場の運営により支出額が大きくなっている。各種サービス事業の効率化のた
め積極的に委託を進め、委託金の占める割合が高くなっている。平成１８年度より指定管理者制
度、長期継続契約の導入。平成２０年度より老人ホーム民営化、翌年２１年度より町営公共牧場
の指定管理者制度を導入し抑制に努めている。


